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（参 考）温暖化対策 環境自主行動計画 策定の経緯と狙い 

 
 

１．経 緯 

経団連（現・日本経団連）は、1992 年の地球サミットに先駆けて、1991 年に「経

団連地球環境憲章」を策定し、「環境問題への取組みが企業の存在と活動に必須の

要件である」を基本理念として、環境保全にむけて自主的かつ積極的に取組みを

進めていくことを宣言した。 

96 年には、地球環境憲章の理念を具体的な行動に結びつけるため、「経団連環境

アピール」を発表し、温暖化対策について、産業界として実効ある取組みを進め

るべく、自主行動計画を策定することを宣言した。 

これを受けて、翌 97 年に、「経団連環境自主行動計画」（2002 年度より「環境

自主行動計画」に改称）を策定し、現在 60 団体・企業が参加、温暖化問題に加え

て廃棄物問題にも積極的に取り組んでいる。温暖化対策については、「2010 年度

に産業部門及びエネルギー転換部門からのCO2排出量を1990年度レベル以下に抑

制するよう努力する」という統一目標を掲げている。なお、環境自主行動計画の

策定（1997 年 6 月）は、京都議定書の採択に先行したため、2008 年度から 2012

年度の５年間を約束期間とする京都議定書との間で目標時期が異なっていた。こ

の点については、日本経団連として、わが国の京都議定書の約束達成に一層貢献

するため、2006 年より「目標レベルは、京都議定書の約束期間にあたる５年間の

平均として達成するもの」とした。 

 

 

２．狙 い 

温暖化のような長期的かつ地球規模で生じる環境問題は、その原因があらゆる

事業活動や我々の日常生活の隅々にまで関係している。そのため、一律に活動を

制限することができず、従来の規制、税や課徴金などの手法では十分な対処が難

しい。そのため、70 年代の公害対策等で効果をあげてきた従来型の規制的措置に

代って、地球規模での問題について対策効果が期待されるのが自主的取組みであ

る。自主的取組みは、各業種の実態を最も良く把握している事業者自身が、技術

動向その他の経営判断の要素を総合的に勘案して、費用対効果の高い対策を自ら

立案、実施することが、対策として最も有効であるという考え方に基づいている。

さらに日本経団連では、毎年、自主行動計画の進捗状況をフォローアップし、そ

の結果を、インターネット等を通じて、広く一般に公表している。つまり、環境

自主行動計画は、①目標の設定、②目標達成に向けた取組み、③取組みの進捗状

況の定期的なフォローアップ、④インターネット等を通じたフォローアップ結果

の公表という４つのステップを毎年繰り返すことで、継続的な改善を促し、目標

の未達を事前に防ぐことができる仕組みになっている。 
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環境自主行動計画は、2005 年 4 月に閣議決定され、2008 年 3 月に改定された「京

都議定書目標達成計画」においても「産業・エネルギー転換部門の対策の中心的

役割を果たすもの」と位置付けられるとともに、「自主的手法は、各主体がその創

意工夫により優れた対策をとって対策コストがかからないといったメリットがあ

り、事業者による自主行動計画ではこれらのメリットが一層活かされることが期

待される」と評価された。 

環境自主行動計画の進捗状況は、毎年関係審議会の場でレビューされており、

さらに地球温暖化問題への国内対策に関する関係審議会合同会議にも報告してい

る。 

 

３．今後の方針 

経団連としては、今後とも、参加業種に対して対策の着実な実施を求めるとと

もに、全体として統一目標の達成に全力をあげて努力していく。さらに、環境自

主行動計画第三者評価委員会の報告書を踏まえて、継続的に透明性・信頼性の向

上に努めていく。 

また、企業は、自らの活動にかかわる対策のみならず、わが国全体、さらに地

球規模での問題解決への貢献を進めており、今後ともそのような自主的な取り組

みを促進する。 

 

 

〔参考：循環型社会形成に向けた対策について〕 

経団連では、97 年に経団連環境自主行動計画を策定するにあたって、廃棄物対

策も一つの柱とし、業種毎に目標を定め、自主的に対策の推進を図るべく、毎年

度、その進捗状況をフォローアップしている。1999 年度には、産業界全体の目標

「2010 年度における産業廃棄物最終処分量を 1990 年度実績の 75％減とする」を

掲げ、本目標は 2002 年度実績以降、毎年度継続的に前倒しで達成した。そこで、

2006 年度に、従来の「廃棄物対策編」を改編し、「循環型社会形成編」としたう

えで、「2010 年度における産業廃棄物最終処分量の目標量を 1990 年度実績の 86％

減とする」という目標水準に引上げた。 

 

以 上 




